
研究論文

環境会計理論モデルの考察

一 中国 における環境会計 の展開 を中心 として一

張 本 越

1は じめ に

1997年 の 「京都議定書」の声明か ら、2002年 の南アフリカ 「持続可能な発展に関

する世界サ ミッ ト」の開催にわたって、環境保全活動が地球規模 に広がってきた。

その過程で環境会計は新 しい研究領域 として注 目され ることになった。ここでは、

環境会計の問題領域か ら、欧米等先進諸国、特に中国の環=境会計の動 向を踏まえ、

環境問題への会計的対応 を検討 し、その理論モデルを考察す ることにする。

今 日、特に先進諸国においては、環境会計は、持続可能な発展 を目指 して、企業

が社会 との良好 な関係 を保 ちつつ、環境保全への取 り組みを効率的かつ効果的に行

い、それによって、経営活動 と環境保全活動 とを融合 させ るための重要な手法 とし

て重要視 されるようになった。環境を代償 とする経済発展では、今 日各国が 目指す

持続可能な発展 に逆行 していると言わざるを得ない。

本研究の 目的は、環境会計を如何に効果的に導入 し、 より迅速に環境会計を展開

すればよいかを提案することとする。

2環 境会計の領域とその特徴

2.1.環 境会計の問題領域

環境会計の登場は、環境保全活動 と経済活動を どのよ うに合理的に結びつけるか

とい う問題意識のもとで生まれたのである。すなわち、環境 と経済 との調和 とい う

目的で形成 されたものである。その背景は、前世紀の60年 代 に発生 した公害問題の

起因に伴って、社会責任会計が生成 と発展が指摘できる。
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その後、2次 のオイルシ ョックを主たる原因 として経済成長優先の風潮が強ま り、

社会責任会計(社 会関連会計)は 一気に停滞す る。その後 同領域は停滞期間が続 く

が、1980年 代末から、ブル ン トラン ト報告書、ピアース ・レポー ト、グレイ報告書

が相次ぎ公表に後押 しされ る形で、アカ ウンタビリティ(説 明責任)を 中心 とす る

環境情報領域、すなわち外部報告を主 目的とする環境会計が再び登場することになっ

た。特に、環境問題を起因とするアカ ウンタビリテ ィを重視 した環境報告書の発行、

そ して、ISO14000シ リーズ(以 下、環境ISOと 略す)の 公表 と普及 によって、

環境会計の認知度が一気に高まった と考えられ る。

環境会計の領域は通常の会計 と同様、情報を外部に開示す る外部環境会計(環 境

財務会計 ともい う)と 、内部経営 目的を支援す る内部環境会計(環 境管理会計 とも

い う)に 分 けることができる。前者は、企業の外部への環境情報の開示についての

ための環境会計で、情報開示の 目的、対象及び方法などを中心に体系化 され る。後

者は、経営管理のための環境会計であ り、環境原価計算、LCC、ABC技 法、環

境配慮型設備投資意思決定などの諸領域への環境会計の応用が挙げられる。

そのほかの環境会計の領域については、例えば阪智香(2001)氏 は環境コス トの

取 り扱い方 によって、財務報告 における環境コス トと環境負債の会計処理 と、環境

報告における環境コス ト等の環境会計情報および環境マネ ジメン トのための環境会

計 とに分類 してい る1。 従 って、財務報告 にお ける環境 コス トと環境負債の会計処

理、環境報告における環境 コス トと分類 されるが、この分類はあくまで外部報告の

目的の領域 と属することになっているため、本研究は上記2つ の領域 と考えている。

しか し、ここで阪智香氏の図表1に 示す 「環境情報についての環境 コス トの範囲と

環境会計領域」は、極めて示唆的に富み、有用な分類 となっている。

図表1環 境コス トの範囲と環境会計領域

領域 :闘承媒体 利欄者 霞的
…'灘 定 蛭 象三∵
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(経済的意思決定を
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主 として投
資家

私的環境 コス ト(環
境コス トと環境負債)
を適切に会計処理 し
開示す る

私的環境コス ト(環
境 コス ト及び環境負
債の会計処理)

取得原価、
現在価値等

環境報告書
におけ
る環境会
針.

環境報告書
(企業の環境影響及
び環境活動のパフ
ォ0マ ンスに関す
る情報提供)
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巻 くすべて
の利害関係

者

幅広い環境情報要求
に応 じて、広範な環
境コスト情報や量的・
質的環境晴報を開示
する

私的環境 コス ト
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(出 所)阪 智 香 『環境 会 計論 』 東京 経 済情 報 出版 、2001年 、58頁 。
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2.2.先 進諸国における環境会計

2.2.1.政 府関係機関の環境会計に関す る指導方針の制定

先進諸国では環境問題 に関する取 り組みの重要な一環 として、環境会計の制度的

な実施がある。実例を挙げれば、1995年 、米国環境保護庁の環境 コス ト分類表の公

表は、世界各国に影響を及ぼ してい る。そ して、翌年(1996年)、 ドイツ連邦環境

省 ・環境庁は 『環境原価計算ハ ン ドブック』を制定 した。その後、世界各国が独 自

の環境会計 を展開し、各国の企業に対するガイ ドとして、顕著な成果を収めたため、

これ らの事例によって画期的なガイ ドライ ンが各国か ら発信 され、新 しい時代の到

来を迎えた。 日本における環境会計については、後述することにす る。上記の事例

に共通する特徴 としては、政府主導型の環境会計であるとい う点が指摘できる。

日米独三か国の環境会計については、それぞれ固有の特徴があることがわかる。

これ らは中国にとって貴重な参考価値があると考え られ る。

2.2.2.日 本にお ける環境会計

(1)日 本における環境会計の現状

1999年 は 日本 の 「環境会計元年」 といわれている。 この年には 日本i環境省(当 時

環境庁)が 、『環境保全 コス トの把握及び公表に関するガイ ドライ ン(中 間 とりま

とめ)』(以 下、『環境会計ガイ ドライン案』 と称す)が 公表 されている。以来、環

境会計への関心が一気に高まった。同年には取 り組み事例がわずか数十社 しかなかっ

たが、翌年の環境省が発行 した 『環境にや さしい企業行動調査』(2000年)に よる

と、355社 が環境会計の導入を行 っている。

また、その後の同調査においては、上場 ・非上場あわせた企業で見 ると、2002年

～2004年 の公表企業数 は650社 ～801社 と増加 していることがわかる。『環境会計ガ

イ ドライン案』の発行によって、環境会計の普及が一層促進 されると考えられ る2。

(2)日 本型環境会計の特徴

日本では環境会計ガイ ドライ ンに沿って、企業の環境報告書の発行がな されてい

る。環境報告書における環境会計の進展が促進 されているのである。 日本では、外

部環境会計の発展が企業の内部環境会計の発展を促進 させる とい う方向性が見 られ

る。 これは 日本型環境会計の特徴 といえる。

日本の環境省をはじめ諸機関が環境会計の研究、 さらにそれを中心 とする産 ・官 ・

学連携の研究を行 うことによって、その促進 に果た した役割が大きかった といえる。

2001年 の環境会計ガイ ドラインを制定の契機 として、 日本企業の環境会計の導入や

環境報告書の公表が急に増 えていった。
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すなわち、 日本における特徴 として、 日本の各メデ ィア等による環境報告書や環

境 レポー トの表彰などが頻繁に行われていることも指摘できる。 これは、環境報告

書の作成 を促す誘因の一つである。そ してこれか らは開示情報の内容が評価 される

時代へ3突 入す る時代 となる。例 えば、 日本経済新聞社などが主催す る企業の環境

格付けが挙げ られ る。表彰等の形で環境経営度や将来性などを対象 とす る企業評価

が行われている。 これは企業間の競争意識の向上や、環境経営重視の考 え方な どを

後押 しす る。

3環 境会計の理論モデル

現在の中国においては、持続可能な社会 を構築するため、政府 ・事業体 ・国民な

どすべての主体が環境問題の深刻 さを深 く認識 し、環境に配慮 した経済 ・社会活動

やライフスタイル を自主的に展開 していく必要がある。そ して、中国では、環境保

全活動への取 り組みが始 ま り、ISO14001国 際環境標準の認証取得や、清潔生産

(CleanerProduction,ク リー一ナー ・プ ロダクシ ョンとも呼ぶ。以下同)も 進みつつ

ある。

しか し、こ うした環境保全活動の進展の一方で、その環境効果およびそれ に伴っ

て得 られ る経済効果 を計る技法 としての環境会計の研究 と実践は、あま り進んでい

なかった。環境保全のために投資 しても、この投資に関する効果が評価 されない。

ここでは、このような現状に基づき、如何 に有効的かつ効率的に環境会計 を展開す

るかを考察す る上で、必要不可欠なPDCA環 境会計モデルを検討 し、提示す るこ

とにす る。

3」.PDCAサ イ ク ル

1950年 代 、 品 質 管 理 の 父 とい わ れ るW.エ ドワー ド ・デ ミン グ(Dr.William

EdwardsDeming)博 士 が 、 生 産 プ ロセ ス(業 務 プ ロセ ス)の 中 で 改 良 や 改 善 をす

べ き部 分 を特定 ・変 更で きるよ うプ ロセ スを測 定 ・分析 し、それ を継 続 的に行 うた

め に改 善プ ロセ スが連続 的 なフ ィー ドバ ックルー プ4と な る よ うに開 発 した 経 営 管

理 ツー ル をPDCAサ イ クル と呼 ぶ 。

デ ミン グ博 士 は 、 品質管理 に関す る数 々の教 訓 を残 したが、企業 の製造 工程 に最

も影 響 を与 えた英知 の一つで あるPDCAサ イ クル も提 唱 した 。 これ 以 来 、PDC

Aサ イ クル をデ ミ ン グ ・サ イ クル(Demingcycle)と も呼 ばれ て い る。PDCAサ
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イ クル とは、計 画(Plan)、 実 行(Do)、 評 価(Check)、 改 善(Act,Action)の4

っ の活 動 を継 続 的 に実 施 す る こ とで、製 品や 業務活動 の品質 を維 持 ・向上 させ てい

くとい う考 え方で ある。そ して、 このサイ クル は典型 的なマネ ジ メン ト ・サイ クル

と して、計画(plan)、 実 行(do)、 評 価(check)、 改 善(act)の プ ロセ ス を順 に実

施 し、最 後 の 改 善 を次の計画 に結び付 け、 らせ ん状 に品質 の維持 ・向上や継続 的 な

業務改善活動 な どを推進 す るマネ ジメン ト手 法にな った。

本研 究で は、PDCAサ イ クル が 、 環 境 会 計 な ど経 営 領 域 におい て も、 また、

清潔生産領域 に も適用す べ きで あ ると考 えてい る。

3.2.環 境lSOに お け るPDCAサ イ ク ル の 導 入

ISO9001の2000年 改 訂 の 冒頭 でPDCAサ イ クル が 登 場 す る前 に 、環 境 マ ネ ジ

メ ン トシステ ムでは既 にPDCAサ イ クル が 登 場 して い た。 もっ と も、ISO9001

の2000年 改 訂 は 、環 壌 マ ネ ジ メ ン トシ ステ ム との整合性 が要求 されて いるためにP

DCAサ イ クル を用 い た の で あ ろ うが 、 この改定版 はPDCAサ イ クル を 中心 と し

て行 うもの で あ る。 この こ とが、PDCAサ イ クル を さ らに有名 な もの と した。

次 に図表2に 示 す よ うに 、規 格 に適 合 す る環境マネ ジメ ン トシステ ム(EMS)

を構 築 し導 入 す る に 当 た っ て 、 どの よ うな手順 で作業 を進 めれ ば よい のか、PDC

Aサ イ クル に基 づ い てそ の概 要 を述 べ るこ ととす る。

図表21SO14001に お け るPDCAサ イ クル の体 系
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i
i
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(出 所)吉 澤 正 著 『エ コステ ー ジ』 日科 技連 、2004年 、31頁 に筆者 が加 筆 修 正 した。
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1)導 入準備段階

EMSの 構築 と実施 は、組織 に属するすべての関係者の積極的な参画 と努力な し

には実現 しない。 関係者の協力 し合いによって前向きで統制の取れた活動を引き出

すには、次のことが鍵 になる5。

EMSの 構築 と実施は、具体的には トップの意思決定 とリーダーシップ、推進体

制、事前調査および導入計画など手順がある。

2)環 境方針の策定

規格は、 トップが、規格の要求事項を満たす ような環境方針 を策定 し、文書化 し、

方針の実行、維持、全員への周知や公表 を確実に実施することが求 められている。

初めての方針 を組織 に見据えるには、組織の活動 ・製品 ・サー ビス、環境影響評

価の結果、法規制や利害関係者な どの要求 をあらかじめ明らかに してお く必要があ

る。早い段階で環境方針を策定す ることが必要な場合は、事前調査の結果に基づい

て方針を策定、後 に検討の結果に基づいて是正すると良い。

3)計 画段階(Plan)

規格に基づいて、組織の環境側面を特定 し、関連す る法規制、その他 の要求事項

を明確に した上で、それ らに配慮 した 目的 ・目標 ・対策を設定する。その手順は必

要に応 じて文書化 してお くよい。

計画段階の手順 は、環境側面の調査、環境影響評価 の手順の確立、法規制および

その他の要求事項 の登録、著 しい環境側面の登録、環境 目的 ・目標の設定および環

境マネジメン トプログラムの設定などである。

4)実 施段階(Do)

この段階では、環境方針お よび 目的・目標 を達成す るために、環境マネジメン ト

の実施に必要な手順(手 続き、仕組み、方法等)の 確 立と、計画の作成および的確

な実施 ・運用が求められている。

5)点 検段階(Check)

この段階では、文書化 した手順 と機器の校正 によって、著 しい影響 を及ぼす可能

性のある運用や活動のキー となる特性を定常的に監視 ・測定す ると共に、関連す る

環境法規制の遵守状況 を定期的に評価す る。また不適合を是正 ・予防 し、適切 な方

法で必要な記録 を維持 し、内部監査によってEMSの 実態 を明 らかにする。そ して

経営層に報告す るための手順を確立す ることを求めている。

6)見 直 し段階(Action)

ISO14001規 格は環境ISOの 基礎である。ISO14001規 格におけるPDCA
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サイクルは、この規格の中心である。 しか し、この中心の核 となる要素の改善の必

要性を判断 し、計画に反映 させ るのは、見直 し段階である。

EMSを 継続的に改善す るために、適切、妥当、有効であることを確実に保った

めに、内部監査結果や、環境管理責任者か らの報告を中心に必要な情報を採集 し、

監査結果、状況の変化、改善上状況に照 らして、 自ら定めた間隔で見直 し、文書化

す ることが求め られている。

3.3.清 潔生産におけるPDCAサ イクルの活用

中国では、清潔生産が長年に亘って実践 されてお り、多くの経験が積み重ね られ、

多数の著書 も出版 されている。 これ らの文献には、清潔生産の活動が7段 階(6段 階

の説 もある)に 分けられている。 この7段 階は、(1)環 境方針 の策定 ・体制作 り、

(2)現 状把握、(3)事 前評価、(4)計 画案選定、(5)実 施可能性分析、(6)計 画案

実施、及び(7)持 続i的清潔生産 となっている6。

清潔生産の各活動内容 を見ると、環境方針の策定、環境要素の確立、計画案の選

定、及び実施可能性分析な ど、多 くの経営手法が使われている。特に計画案の選定

において、無出費 ・低 出費 ・中出費 ・高出費案の論証は会計技法が必要であるため、

清潔生産は経営領域に属す ると考えられる。

清潔生産におけるPDCAサ イクルの活用について説 明する。PDCAの 各サイ

クルにおける清潔生産の活動 内容 をまとめると、図表3の とお りに示す ことができ

る。

図表3清 潔生産のPDCAサ イクルにおける各段階の活動内容

段階

鐙

饗
1灘

欝

活 動 内 容

(1)環 境方針の策定 ・体制作 り
①環境方針、②計画 ・日程の確立、③チーム形成、④教育 ・訓練
(2)現 状把握
①現場調査、②環境側面 ・環境影響要素確定、③ 目標確立、④計画案提出
(3)事 前評価
①資料収集、②インプッ ト・アウ トプ ット測定、③原因究明、④改善計画案提出

(4)実 施案選定
①実施案比較分析、②実施案確立、③無出費 ・低出費案の実施、④無出費 ・低出費案の効果統計、
④中間報告
(5)実 施可能性分析7
①代替原材料等の市場調査、②技術評価、③環境評価、④経済評価、⑤推奨実施案の確定

(6)評 価案実施
①評価案実施、②業績(無 ・低 ・中 ・高出費案)評 価、③評価案の環境影響評価

(7)継 続的改善
①組織 ・体制強化、②清潔生産監査報告書の作成、③清潔生産管理制度の制定、④持続的清潔生
産計画の確立

(出所)魏 立安編 『清潔生産審核与評価』 中国環境科 学出版 社、2005年 、20-76頁 よ り作成 した。
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まず、計画準備段階では、環境方針の策定 ・環境管理体制作 りを行い、そ して、

現場調査、環境側面 ・環境影響要素の確定に従って、環境 目標を確立 し、計画を提

出することとす る。 この段階は、資料収集やインプ ッ ト・アウ トプッ ト測定をすべ

きであり、環境影響の原因を究明 し、それに対する改善計画案を提出すべきである。

次に実施運営段階では、計画準備段階で提出された改善計画案についての実行可

能性を比較分析 し、その実施案を選定す る。一般的に清潔生産の最初の段階では、

その対策に関 して無出費 ・低出費案が多 く採用 されている。それ らの実施案によっ

て、その効果の統計 と中問報告を行 う必要がある。また、実施可能性分析について

は、代替原材料等の市場調査や、その技術評価 ・環境評価並びに経済評価を行 うこ

とによって、推奨実施案 を確定する。

また、点検是正段階では、清潔生産実施案における無出費 ・低出費 ・中出費 ・高

出費案などの実施によって、その業績評価 と環境影響評価 を行 う。

そ して、見直 し段階では、持続的清潔生産を実施するため、清潔生産組織 ・体制

の強化 をし、それに関連す る管理制度 を制定することが必要不可欠である。 さらに

この段階では清潔生産監査報告書の作成 をすべきである8。

この清潔生産の各活動 をPDCAサ イクルの活用によって説明す る学説 は、現段

階では少ない。 さらに言 えば、清潔生産 と環境会計の融合、そ して清潔生産、環境

ISO及 び環境会計の三者の結合 を目指すPDCA環 境会計モデルの提唱は、本研

究独 自の主張である。

3.4.PDCA環 境会計モデルの構築

3.4.1.PDCA環 境会計モデルの概念

PDCA環 境会計モデルを提示す る背景は、以下の とお りである。持続可能な発

展を 目指す今 日、欧米、 日本などの先進諸国では、環境会計が環境負荷の削減、環
ノ

境意識の向上な ど、環境経営に役立つ有効な手法 として認 められ、これ らの国々で

は多 くの有用な経験を積んでいる。 しか し中国では、環境会計の研究が大変遅れて

いるにもかかわ らず、未だに環境会計の実務上の進展が見 られない。一刻 も早 く、

環境会計を中国で展開すべきである。そして、その有効的かつ効率的な展開方法は、

PDCA環 境会計モデルの構築 とその制度化であると考える。 ここで、PDCA環

境会計モデルの体系について説 明する。

PDCA環 境会計モデルでは、環境会計が経営手法であるPDCAサ イクルを活

用 して組織的に構築 され る会計測定 ・開示システムである。 しかも、清潔生産及び
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環境ISOと 結合することを通 じて、一元的 ・効率的に推進 され る環境会計モデル

である。

このモデルは2つ の意味が含 まれている。第一には、環境会計を中心に、清潔生

産、環境ISOの 三者の統合による一元化である。第二には、PDCAサ イクルを

活用 し、環境会計を推進するモデルである。 ここでい うPDCA環 境会計モデルの

構成要素は、PDCAサ イクルの各段階であ り、また、それの職能領域は環境会計、

環境ISO、 清潔生産の3領 域の結合領域である。

すなわち、PDCA環 境会計モデルの概念 を理解するために、その内容 を明 らか

にす る必要がある。

3.4.2.PDCA環 境会計モデルの体系

(1)PDCA環 境会計モデルの構成要素

近年、環境会計が急速 に発展 してきた。その要因は環境ISOの 公布や、世界先

進諸国が 「環境会計ガイ ドライン」を相次いで公表 されたことが契機 といわれてい

る。従 って、環境会計の導入に当たって、ISO14001の ようにPDCAサ イ クル

に基づいて行 うことが同様 に有効である。図表4に 示すよ うに、環境会計導入のス

テ ップは、PDCAサ イ クル に照 らして、以下のように説明することができる。

図表4
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(出所)筆 者が独 自に作成 した。

1)第1段 階:計 画 段 階

この 段 階 の 内容 は 、以 下 の とお りであ る。
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①プロジェク トチームの編成

導入 ・運用組織の体制作 り、環境会計の導入(構 築)及 び運用に携 る組織体制を

確立す る。導入組織 としては、環境及び経理の担当者を含むプロジェク トチームを

編成す る。

②環境会計導入 目的の確認

企業 ・事業体内で発生 しているコス トの発生に着 目し、コス トに関連す る環境影

響を改善 してい く。コス ト削減を図ってい くことは、環境配慮 とコス ト削減 を同時

に達成 でき、企業競争力向上の貢献に繋がると考 え られ る。環境に関す るコス ト

(以下、環境 コス トとい う)と ベネフィッ トに関連 した情報提供 ツールが環境会計

であ り、環境会計によって得 られた情報を活用 して経営に役立てることが、企業経

営にとって非常に有用である。

③環境会計導入案(短 期 ・長期)の 策定

環境会計を導入するに当たっては、対象範囲 と内容 にい くつかの選択肢があるた

め、それ らに対 して短期 ・長期 の計画案を考慮 して決定 される。加 えて、環境会計

の導入は外部利害関係者のための外部公表を主 目的 とす るか、経営効率向上のため

の内部管理を主 目的 とす るか、あるいは両者を兼用す るか等 を、導入の前に決める

必要がある。

④会計的認識 ・測定

② と③ を行った後に、企業 ・事業体内で発生 したコス ト及び費用 に対 し、予め定

義す る必要である。すなわち、その環境コス ト及び環境費用に関す る認識の基準 ・

測定の方法を環境会計の計画準備段階で定めるべきである。

2)第2段 階:実 施段階

環境会計が機能す るようにシステムの運用に関わる従業員な どに対 して必要な教

育を行 う必要がある。環境法規制 ・制度に関連する文書を全員 に周知するよ う、徹

底的に教育(説 明)し 、環境会計 に関するデータの入力、集計の方法にも教育(説

明)す べ きである。

①現状把握 ・測定

環境 コス トに関連す る現状を把握す るために、管理のために要す る廃棄物処理 コ

ス ト(分 別 ・保管 ・収集運搬 ・処理)、 化学物質管理 コス ト(保 管 ・安全管理 ・残

物処理)、 環境管理(監 視測定 ・文書管理 ・監査 ・教育)コ ス トな どを調査す るこ

とが必要である。

②データ測定方法の枠組み検討
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実績把握期間を1年 間 と考えているが、場合 によっては、数ヶ月の実績 を把握 し

て季節変動 も加味 した上で1年 間の実績を把握す ることも可能である。 しか し、現

状において、中国では殆 どこのよ うなデ,___..タを整備 していないため、導入の準備期

間で、 これ らの資料、データの収集体制が必要である。

③集計 ・マニュアルの作成 とデータ収集

環境会計データを正確的に把握 してお くことが実際には困難な場合 もある。それ

故 に、全社統一の環境会計データを集計するためには、集計のマニュアルが必要 と

なる。

環境会計データは、環境保全活動ごとのコス トとその効果か ら構成 されているが、

実は部門ごとに区分 して把握 しておくことが必要である。具体的には、環境保全活

動の行為主体である部門ごとに、全社統一の環境データ集計シー トを用いて、環境

会計データの集計を行 う。現在では、それ らのデータは貨幣的データと物量的デー

タに分類 して集計 されている。

集計のマニュアルによれば、現在では、 日本環境省 『環境会計ガイ ドライン』に

基づいて集計 を行 っている。または、ISO14031に 従 って環境パフォーマ ンス評

価 を行っていることができる。

④会計的記録 ・計算

環境保全活動に関わる環境 コス ト、環境費用、それに伴 う経済効果、お よびその

環境効果に対 して、集計 ・記録 ・計算を行 うこととす る。従って、記録 ・集計 ・計

算の対象、対象期間内で、そ して決まった報告先への記録 ・計算を行 うべきである。

3)第3段 階:点 検段階

この段階では、社内の内部監査及び第三者機関による検証(監 査)が 必要である。

最初の段階では、環境会計の運営が問題な くできる可能性はきわめて低い。環境会

計を継続的に運営す るために、内部監査を行い、内部管理ための報告書を作成す る。

さらに、第三者機関による監査を通 じて、環境報告書を用いて環境会計情報の公表

がなされ るとい うケースが、 日本や欧米先進諸国において増加 している。

①結果 ・情報の評価

内部監査及び第三者による監査は、システムの運営状況 とい う情報及び環境業績

についての評価を行 うことである。その目的は、まず運営状況をチェック し、問題

点を発見 し、システムの運営が得 られた環境業績の評価によって、環境情報の信慧

性 を高めることである。

②報告 ・コミュニケーシ ョン
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①の評価によって、その評価結果 を報告す る。それはコミュニケーションの有効

な手法である。近年、環境報告書 をコミュニケーシ ョンの主な手段 として、多 く利

用 されている。

③会計情報の開示

企業 ・事業体が環境情報を開示す ると同時に、利害関係者、すなわちステイクホ

ルダ,_...,に対す る会計情報の開示が必要不可欠である。それ らの会計情報は、貨幣的

な会計情報のみならず、物量的な会計情報 を含むべきである。

4)第4段 階:見 直 し段階

この段階では、環境会計の実施によって、内部管理及び外部報告 を行った後も、

その実施 ・進捗状況、運営結果を レビュー ・チェックす る。そ して、問題があった

場合、必要な改善処置を行い、環境会計の精度 を向上 させる。 このことは、その有

効活用にも繋がるのである。

①事前評価制度の向上

環境保全活動 を見直すことによって、評価制度の向上を図る。

②効果的な環境改善活動の推進

見直す ことによって、環境改善活動を推進す ることが本来の 目的である。

③情報の分析 と意思利用(意 思決定)

環境保全活動 を見直す ことが、その活動 に関する意思決定は必要があるため、活

動に関連す る情報 を分析することが非常に重要なことである。

3.4.3.PDCA環 境会計モデル適用領域

(1)PDCA環 境会計モデル適用領域の相互関係

中国の環境会計の導入 に対 し、なぜPDCA環 境会計モデルは必要なのか。まず

環境会計、清潔生産、環境ISOの 三者の間の内在的関係か ら明らかに したい。

環境会計を適切 に実施すれば、環境 コス トを把握 し、正確に集計す ることによっ

て、企業の内部管理の強化 が可能 となる。 さらにISO14001・ 清潔生産の運営上

で要求 される意思決定の際に、有益な情報が提供できる。また、環境に関す る出費

(投資)に 関 して、無駄 な く、む らな く行 うことが可能なため、必要のない費用を

節約できる。そ して、環境会計を通 して、環境ISOや 清潔生産の実施によって得

られた環境効果や、それ に伴 う経済効果を明確に集計 ・計算 し、社会への報告が可

能 となる。 このことによって、企業のイメージアップ と合わせた 「一石二鳥」の効

果 を得 られる。

逆に、環境会計が実施 されなかったな らば、ISO14001と 清潔生産に関する費
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用、すなわち環境 コス トは企業にとって 「余計な負担」であると認識 されて しま う。

そのよ うな 「一方通行」のや り方では、ISO14001と 清潔生産の 「魅力」がな く

な り、敬遠 され ることになる。

それ故に、PDCA環 境会計モデルを実行すれば、この問題が解決できる。清潔

生産の実施による環境効果、その対策に伴 う経済効果の報告について、中国では、

清潔生産促進法によって清潔生産報告書の提示が要求 されているが、PDCA環 境

会計モデルの実施によって、汚染物の排 出量の削減 ・省エネ ・省資源 とい うような

環境効果及びその経済効果 を、環境報告書の中で一括 して記載できることにな り、

清潔生産報告書の刊行に関わる余計な出費を節約す ることができる。

(2)PDCA環 境会計モデルの効果

PDCA環 境会計モデルは、中国の環境会計を展開す るために構築 され、提示 さ

れているモデルである。 このモデル提示の 目的は、中国の実情に基づいて、利用可

能な条件 を最大限にその効果を発揮 し、早急に環境会計を普及 させ ることにある。

理論上においては、PDCA環 境会計モデル を実現することによって、以下のメ リッ

トがもた らされ ると考えられる。

1)よ り体系的な管理運営が可能 となる。

2)組 織内の体系の確立による業務量の減少を通 じて、効率向上や経費の削減を達

成できる。

3)組 織活動が全面的に統括できるため、 より相互的補強案を打ち出す ことで、相

乗効果が得 られ る。

4)PDCA環 境会計モデルによって、組織の総合的競争力が向上す る。

4中 国におけるPDCA環 境会計モデルの実務的展開

4.1.PDCA環 境会計モデルの適用指針

前述 したよ うに、先進諸国の例を見れば、環境会計の適用指針に関 しては、数多

くの成功例 を挙げることができる。米国環境保護庁(USEPA)は1995年 に世界

で初めての 『環境 コス ト分類に関す る手引き』(以 下に、『手引き』 と略す)を 発行

した。 この 『手引き』は米国の環境会計の指針 とい うだけではなく、世界各国の環

境会計の進展にも貢献 した といえる。

1999年 に、 日本環境省(当 時環境庁)は 『環境会計ガイ ドライン案』を公表 した。

さらに翌2000年 には、『環境会計ガイ ドライ ン2000年 版』 と 『環境会計ガイ ドブ ッ
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ク』、『環境報告書ガイ ドライ ン』、『事業者 の環境パフォーマンス指標』などを公表

したことか ら、 日本の国内企業及び海外の 日系企業の環境会計が急速に展開され、

日本型環境会計の確立を促 した。

持続可能な発展を目指す今 日、環境会計の役割はますます増大 しつつある。先進

諸国の典型的環境会計が続出す るなか、中国では環境に関す る費用(コ ス ト)が 未

だに管理費(経 費)の 項 目で計上 されているため、深刻な環境問題 に対する対策を

適切 に反映できず、「環境経営時代」に適応 していないのである。 また、環境 コス

トを計上 しよ うとして も、その計上方式や計算方法にばらつきが見 られ、各企業が

任意に計上す るとい うケースが数多くなっている。

先進諸国における環境会計の実践や経験 をみると、政府 の主導が環境会計の推進

に大いに役立っている。中国においては改革開放を行い、市場経済への転換 とはい

え、政府 の機能集 中は未だに健在 し、 「官」色が濃厚である。従って、中国政府が

PDCA環 境会計モデルに関す る適用指針 を作成 し、統一の 「ものさし」を早急に

公表 しなければな らない。

4.2.PDCA環 境 会 計 モ デ ル の 実 務 展 開

こ こま でISO14001、 環 境 会 計 及 び 清 潔 生 産 にお け るPDCAサ イ クル の運 用

につ い て論 じて きた。 ここで、PDCAサ イ クル に よ る三 要 素 の統 合 を検 討 し、P

DCA環 境 会 計 の実 務 的 展 開 にお け る4つ の実 践パ タ..__..ンを提 示 した い。

この4つ の実 践 パ ター ンは、次 の図表5の よ うに示 して い る。 「実践 パ ターン1」:

ISO14001と 清潔 生産 の 両方 と も実施 して い ない場合(簡 易 型 環 境 会 計 パ ター ン)、

「実践 パ ター ン2」:清 潔 生 産 は 実施 して い る が 、ISO14001を 認 証 取 得 して い な

図表5PDCA環 境会計モデルの導入における4つ の実践パターン

環
境
管
理
レ
ベ
ル
高
い

4

ノト、EIS

実 践 パ ター ン3

1SO14001対 応 型
環 境会 計 パ タ ー ン

実践パター ン4

結合型環境会計バターン

ゴ舌染 物

実践パ ターン1

簡易型環境会計パ タ0ン

実践パ ターン2

清潔生産対応型
環境会計パ ターン

ラ
汚染物質管理 レベル 高い

(出所)筆 者が独 自作成 した。
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い場合(清 潔生産対応型環境会計パタ4.ン)、 「実践パターン3」:ISO14001を 認

証取得 したが、清潔生産を実施 しない場合(ISO14001対 応型環境会計パターン)、

そ して、 「実践パ ター ン4」:ISO14001・ 清潔 生産両方 とも実施 してい る場合

(結合型環境会計パ タ..._..ン)、の4つ である。

① 「実践パター ン1」:簡 易型環境会計実践パターン

このパ ターンは、後述す る他の実践パ ターンと比較 して、ISO14001と 清潔生

産の両方も実施 していない企業を前提 とす る。なおかつ規模や環境負荷の小 さな組

織 にとっては、 このパター ンを適用することができる実践的パター ンであると考え

られ る。

このパ ターンの原点は、オランダ意見書 にのみ見 られる概念である9。 日本では

環境省 『エコアクシ ョン21』 並びに有限責任 中間法人エ コステージ協会の 『エコス

テージ』 ともに中小企業を対象 とした環境経営 と環境会計 を提示 している。 中国に

おいてはこのパターンを提示 した場合、これが中国の現状 に適用 し得るではないか

とい う意見が多 く見 られるかもしれない。 しかし、 ここでこのパターンを選択す る

場合は、企業の体質や経営者の意思決定に応 じて、選択す ることが望ま しい と考 え

る。 この点に関 しては、本章の第4節 におけるPDCA環 境会計モデルの制度原則

で述べ ることとする。

「簡易型環境会計実践パター ン」は、費用対効果の点から、後述の 「結合型環境

会計実践パターン」(以 下、 「結合型」 と略す)を 必要 としない小規模 または低環境

負荷の企業が、実質的有効性 を確保できる範囲で、 「結合型」の一部の機能 を割愛

して導入するとい う考え方に基づくものである'。。

ここで 「一部機能の割愛」 とは、「結合型」の構成要素が一部省略 され、構成要

素の機能が理想的な ものより低いことを意味 している。具体的には、環境方針、環

境計画、環境監査な どが存在 しない、あるいは簡略化 された環境組織 を構築 してい

るシステムな どが これに該当する。

このパターンはISO14001や 清潔生産 をとも実施 しないため、その構成要素は

組織の特性 によ り若干異なっても良い と考えている。すなわち、中規模以上で環境

負荷 ・環境規制が微少 な組織では、環境方針 の策定、環境 目的 ・環境計画の立案 と

いった要素よりも責任体制の確立や簡単な管理マニュアルの整備な ど組織面 ・業務

管理面の充実が必要である。 これに対 して、環境負荷は大 きいが、性質が単純な小

規模組織では、管理上問題の少ない組織面の整備 を重視す る必要がない。

② 「実践パターン2」:清1生 産対応型環境会計実践パターン
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ISO14001(EMS)を 導入 していない企業における環境会計の導入には、環

境に関連す るコス トをどのよ うに把握 し、計上す るかが不鮮明である。 このことか

ら、企業で発生 している環境 コス トをすべて把握 し削減策を実施 していくことは、

非常に難 しい。また、今後特定の環境 コス トが増大 し、確実に管理 していかない と

企業の経済的利益 を圧縮すると予想 され る揚合には、このよ うな環境 コス トに限定

して対策を行 うことが無難である。従って、環境会計の導入にあたっても特定の環

境コス トに限定 し、導入することが望ま しい11。

「実践パ ター ン2」 の場合には、PDCAサ イ クルに従 って、各段階の活動の内

容を行 うべきである。 ここで、各段階の活動内容 とそれ らに関連する環境 コス トを

加 えるによって、 「パ ターン2」 の特徴 とす る。すなわち 「パ ターン2」 では、IS

O14001に よるEMSの 構築を行わないため、 自主的に環境 コス ト、環境効果、 さ

らにその環境対策に伴 う経済効果 を最低限算定すべ きであることを提案 したい。

「環境 コス トの測定」 として示 した内容は、新たに加 えられたものである。 これ

らは最低限、清潔生産の各段階においての活動に関す るコス トを把握することが重

図表6清 潔生産対応型環境会計実践パターンにおける活動内容と環境コス ト

段階

計画準
備段階

実施運
営段階

点検是
正段階

見直し
段階

活 動 内 容

(1)環境方針の策定 ・体制作 り
①環境 方針 、②計画 ・日程の確 立、
③ チ0ム 形成 、④教育 ・訓練

(2)現状把握
①現場調査、②環境側面 ・環境影響要素
確 定、③ 目標確 立、④計画案提 出
(3)事前評価
① 資 料収集 、 ② イ ンプ ッ ト ・ア ウ トプ ッ
ト測 定、③原 因究明、④改善案提 出

(4)実施案選定
①実施案比較分析 、②実施案確立、③無
出費 ・低出費等の案を実施、④無出費 ・
低出費案の効果統計、④中間報告
(5)実施可能性分析
①代替原材料等の市場調査、②技術評価、
③環境評価、④経済評価、⑤推奨実施案
の確定

(6)評価案実施

①評 価案 実施 、 ②業績(無 ・低 ・中 ・高
出費案)評 価 、③評価案 の環境影響評価

(7)継続的改善
①組織 ・体制強化 、②清潔生産監査報告
書の編制、③清潔生産管理制度の制定、
④持続的清潔生産計画の確立、

環境 コス トの測定

(1)環境方針の策定 ・体制作 りに関するコス ト
①環境 方針 ・目標 に関す る コス ト② チー ム形
成 に関す るコス ト③教育 ・訓練 に関す るコス
ト

(2)現状把握 に関す るコス ト

④現状調査 に関す るコス ト
⑤要素測 定に関す るコス ト
(3)事前 評価 に関す るコス ト

⑦資料収集 に関す るコス ト

(4)実施 案選 定に関す るコス ト
⑧実施案評価 ・選定に関す る コス ト
(5)実施可能性分析 に関する コス ト

⑨市場調査 に関す るコス ト

(6)評価案実施に関する コス ト

⑩ 業績評価 に関す るコス ト

(7)改善 に関す るコス ト

⑪報告書 に関す るコス ト
⑫持続的計画の確 立に関す るコス ト

(出所)魏 立安編 『清潔生産審核与評価』 中国環境科学出版社、2005年 、20-76頁 を参照 して作成 した。
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要である。そ して図表6に 示 した⑫までのコス トは、予測 される代表的な項 目であ

る。本来の環境会計を実施 した場合、その内容はこれ以上に増 える可能性 もあれば、

より少な くなる可能性 もある。 しか し、環境 コス トの集計内容 よりも、環境 コス ト

を集計す るとい う 「行動」 こそが、重要である。

③ 「実践パタ._.._..ン3」:ISO14001対 応型環境会計実践パター一ン

このパターンは、EMSを 構築することにより、環境要素が体系的に文書化 されて

いる。それ故に、その環境要素に関わる環境 コス トの把握に関 して、「パターン1」 よ

りも、集計 しやすい点がある。基本的には、より細か く集計ができると考えられる。

すなわち、EMSを 構築 した ことにより、そのシステムのPDCA循 環 の各段階

において、どの段階でも、環境会計を 「挿入」(結 合すること)す るタイ ミングを

考えなくてもよい。 これ はPDCAサ イクルの原理によ り、P→DEC→Aの 各段

階で、同時に小 さなサイクルの循環が行われているため、P段 階に しても、D・C

段階に しても、そ してA段 階にしても、可能であると考えられる。 しか し、環境会

計を実施す る前提 としての対象期間は、すなわち基本的には当該企業の事業年次 と

一致することが望ま しい
。実施前の準備期間、いわゆる待機期間で、環境会計実施

の前提条件 として、環境会計の取 り込みの目的や集計範囲、及び算定基準 を決定 し

てお く必要がある。

ISO14001を 認証取得 した企業では、環境改善活動 について 目的 ・目標 を設定

しているが、計画 と実績の比較検討 については、一般的に環境負荷の改善状況だけ

を対象に行われることが多い。 しか し、環境改善活動 も企業経営の一環 として、財

務上の計画 と実績の比較検討 をすべきである。 ここでい う財務上の計画の内容は、

「想定金銭効果」 と 「必要資金」 となるのである'2。

なお、矢野昌彦氏(2001)は 、財務上の計画 と実績 との比較 については、計画段

階、計画実施段階 と、計画終了段階で行 うことで、より環境改善活動の予算管理を

適切 に行 うことができる可能性が高い と指摘 している。そ して、これ らの財務上の

計画 と実績 の差異検討 とそのフォローア ップを積み重ねていくことによって、企業

全体 として効果的な環境改善活動 を推進することに繋がる、 とも指摘 している13。

④ 「実践パターン4」:結 合型環境会計実践パ ターン

結合型環境会計実践パターンは、ISO14001と 清潔生産両方 とも実施 した場合

をい う。

このパ ターンは、ISO14001、 清潔生産及び環境会計 を結合す ることによって

代表 され るパ ター ンで、 「環境経営」に関連す る必要な三要素を具備 している。す
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なわち生産過程 の環境要素の把握 ・確保(清 潔生産)、 環境方針 ・組織体制の整備

(ISO14001)、 そ してそれ らの環境効果 ・経済効果 の測定等 との重複要素を共通

化 して経営の意思決定過程に一体的に組み込まれた環境会計実践パ ターンである。

このパ ター ンがPDCA環 境会計モデルの代表的な実践パター ンであ り、次のよ う

な特徴がある。

第1に 、「結合型」は、企業による環境保全活動の推進 とい う目的を達成す るた

めの組織的行動 として特徴づけられ る。 これは 「清潔生産の実施によって、著 しい

環境側面 を把握」、rISO14001の 実施によって環境方針 を立案 し、実施する」、そ

して 「環境会計の実施 によって、企業活動が環境 に与えた影響を認識、測定、経営

に役立っ情報 を伝達」な どの要素を非常に有効に組み合わせた ものである。企業活

動が環境に与える影響 をコン トロールす るために、当該企業の環境方針に沿って共

通の環境 目標 を達成するとい う目的を指向 している。

第2に 、 「結合型」は、こ うした経営活動の環境に関連す る実施体制すなわち、

実施のための組織 ・目標、環境側面 ・要素及び意思決定に必要な管理手法を具備 し

ている。すなわち環境方針 の確立か ら、実施、報告、継続的改善までのすべての組

織的行動を結合 してお り、 この体系性はこのパ ターンの特徴の一つである。

第3に 、 「結合型」における環境活動は単独 に、個別的 ものではなく、環境経営

活動のすべての側面において結合的に組み込まれた 「要素」を構成することである。

すなわち、 このパターンの適応領域は、ISO14001が 全体的な経営管理 システム

の構成部分、清潔生産があらゆる環境影響要素、環境会計がすべての環境影響要素

の把握 ・測定 となってお り、経営活動に関わる一体性が常に強調 されている。

第4に 、 このパ ターンは環境に関連す る経営活動であり、PDCAサ イクルが利

用 され る。従って、一つのサイクルが回転 した後に、次のサイクルに情報がフィー

ドバ ックされて螺旋的に向上することによって、継続的に改善 され、 レベルアップ

を果たす とい うことが期待できるのである。 さらに、一つのサイクルの中に他の小

さなサイクルが存在 し、大きなサイクル と同時に回転す るため、最 も大きな回転の

渦が形成 されることになる。その結果、相乗効果が期待できる。

5環 境会計モデルの制度化

5.1.PDCA環 境会計モデルの制度的保障

中国におけるPDCA環 境会計モデル を円滑に運営す るため、統合的管理機 関で
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管轄することによって、三者の統合体制の確立ができる。現体制においては、清潔

生産 ・環境ISO・ 環境会計 を統合 した としても、既存の各業務管理 ・担当機関で

は管理できない。そこで、筆者は新たな機構 を設け、それ らの業務を統合的に管轄

す るとい うことを提案 したい。

すなわち、この新機構は、今までの臨時のような作業組 ・推進連合機構ではなく、

国務院の下で、清潔生産(CP)・ 環境ISO・ 環境会計(EA)を 統合的に管理

す る常設機構を設 けるべきであると考える。その理由は、まず、中国の環境問題 ・

資源問題 ・エネル ギー問題が深刻化 しているだけではなく、行政の効率が低いため

である。

次に、現体制の管理機構 を維持する と、それ らの問題 を解決す ることが困難であ

る点が第二の理 由として挙げられる。特に、中国は持続可能な発展のため、循環型

経済に関す る促進法を検討 している。その中で、清潔生産、環境ISO、 環境会計

等の三者 を統合すれば、循環型経済の実現に有利に働 く。また、 この新たな法律 を

公表する前に、統合的機関を設置することによって、新法律が有効かつ円滑に施行

され得 る。それ故に、新法律 に適合する統合的機関の設置は必要不可欠である。

この統合的機 関は、現管理体制の下で、横の統合 と縦の再編を目指す 「機構改革」

を行 ったものである。すなわち、横の統合は、国家環境保護総局をはじめ、国家発

展 と改革委員会(一 部の機能)、 国家質量技術検疫検験総局(一 部の機能)を 新 し

い機関に統合 させ ることを意味す る。縦の再編は、現行の国家環境保護総局の傘下

の各省 ・市の環境保護局の再編を行 うことである。すなわち、今までの地方政府 の

人事権を返上 し、各省 ・市の環境保護局の業務 とその人事をすべて国に{ryL管 理 さ

せ ることを意味す る。

5.2.PDCA環 境会計モデルの体系的保障

中国におけるPDCA環 境会計モデルの実践は複雑なシステムである。 このため

の実践パターンを確立す るにあたって、次の3点 を提言する。

5.2.1.環 境思想体系の樹立

現時点では、地方政府 ・企業関係者 ・国民はいずれ も環境意識が低いため、経済

成長至上主義の傾 向が強い。それ故に、環境 を中心 とする社会責任の追求 をは じめ、

「科学的発展観」14を徹底的に追求 し、実施 しなければな らない。現在では地方政府

の指導者たちは、GDPの 追求のため、 どんなプロジェク トであって も、短期利益

を追求するため、環境効率性を考えず に、投資を行 う。 このよ うな風潮に対 して、
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天津市共産党委員会 と市政府 は、2004年 か ら、外資誘致 ・新 プロジェク トを行 う際

に、当該機関の責任者の投資責任の連座責任 を問 うよ うになった15。

また、地方官僚の任命や、業績の評価に関 しては、環境対策に関す る評価 も取 り

入れるべきである。単なるGDPの 追求か らクリーンGDPへ の転i換を行い、地方

政府 の環境保全に有害なイメージプロジェク トを途絶することが必要である。経済

活動を環境保全中心 とする方針で実施するよ うなプロパガンダもまた必要であろう。

2003年9月1日 か ら 「環境影響評価法」を実施 して、環境への悪影響 と大衆に直i接

関連す る環境の権益の特定項 目を定めた。 このことに対 して筆者は、政府の部門は

審査許可する前に、論証会、公聴会を行 うべきだと考える。 また、関係部門は専門

家 と大衆の環境影響評価書に対する意見を収集すべ きである。 しか し、この法律は

「参与」の具体的な条件 ・方式 ・プログラム等を、まだ明確に していない。

そ こで、ク リー ンGDPの 測定 ・計算を徹底的に施行 し、企業外部の 「環境」

(社会環境)を 整えれ ば、企業の環境外部要因が企業へ圧力をかけることになるた

め、企業環境会計の実施 に有利 に展開す ることになるだろ う。

5.2.2.環 境法規制 による保障体系の改善

中国の環境保護法規の形成は、環境会計の発展のために必要な基礎 を打ち立てた。

「環境保護法」、 「大気汚染対策法」、「海洋保護法」、そ して 「森林保護法」などが相

次いで公布 され、1997年 中国の刑法修正によって、環境汚染罪の条項が追加 され る

ことになった。 しか し、環境法規は会計の事項に対 して可操作性 を持たないため、

企業の会計制度 と実務の連携が うま くいっていない。

環境会計の実務は中国企業において少数の事例が見 られるようになってきたが、

具体的 ・実務的な作業が行われていないのが現状である。また、環境原価計算 と環

境会計に関連する専門の規定 ・標準が未だに制定 されていない とい うのが実情であ

る。

加 えて、国家環境保護総局をは じめ、財政部、証券監察委員会、中国会計学会な

どが連携 し、環境会計ガイ ドラインを早急に制定すべきである。具体的な方法の一

提案 としては、現行の清潔生産促進法を改正 し、環境情報、特に環境会計の情報を

開示す るとい う条項を取 り入れ ることが挙 げられる。

この促進法は、企業及びその管理機関の清潔生産の推進に関す る責任 について規

定 されたが、それに関連す る情報の公開を求めていないため、制定された法律の認

知度に問題があ り、企業 とその関連機関 しか開示情報を認識 しないとい う状況を招

いて しまった。 よって、情報公開を加え、より広範囲へ知 らせ ることが必要不可欠
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である。 さらに、 日本のような 「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環

境 に配慮 した事業活動の促進 に関する法律」(こ の法律は2004年3月9日 に第159回

国会で採決 された ものである)も 制定すべきである。

5.2.3.環 境会計基準の確立

前述 したように 日米独の経験を参考 とし、中国の実情に適合す る環境原価基準を

制定すべきである。例えば、環境原価、環境費用、環境負債な どの項 目に関連す る

規定が、国家環境保護総局をはじめ、財政部、証券監察委員会、中国会計学会など

が参加す る研究会な どにおいて研究 し、早急にその環境会計基準 を設定すべきであ

る。 これは法規 ・通知 ・ガイ ドライン・ガイ ドブ ックな どを包含 し、その内容、測

定 ・計算、伝達 ・開示に関 して、いかに実施す るかを明確 に記述すべきである。加

えて、環境会計情報の開示方法も取 り入れ るべきである。

環境報告書 とは、事業者が 自らの環境情報を総合的に取 りまとめて公表す る年次

報告書であ り、事業 を取 り巻 く様々な利害関係者に対す る有力な情報開示手段 とな

るものである。事業者の自主的かつ積極的な環境配慮への取 り組みが進展す るため

には、事業者の努力はもとより、環境配慮への取 り組みが社会や市場の中で高 く評

価 され、支持 されることが重要である。すなわち、社会のパー トナーシップによっ

てこそ、環境に配慮 した事業活動が一層その成果を達成することができるといえる。

このため、環境報告書等による環境情報の開示を進めるとともに、その情報が社会

全体で積極的に活用 されるよう促すため、環境情報、特に環境会計情報の提供に関

す る条令 ・規定を早急に制定すべきである。

5.3.PDCA環 境会計モデルの制度化原則

PDCA環 境会計モデル の4つ の実践パターンは、中国における環境会計の展開

パター ンである。現実の中国の環壇会計の構築 は複雑なシステムであるため、この

モデルの実践パターンの運営にあたっては、柔軟性 と漸進性 の原則、国際的な経験

と中国の実情 との適合の原則、強制性(政 府主導 ・制度化)と 自主性(イ ンセンティ

ブ)の 結合の原則 とい う、三原則 と整合 しなければな らない。

6お わ りに

本研究では、深刻化 している中国の環境問題 を解決す るための一つ方法論 として

環境会計の必要性を提示 し、 日米独等先進諸国との比較を行った。そ して、中国の

127



国際経 営 フォーラムNo.18

環境会計展開における諸要素を検討 した上で、理論的なPDCA環 境会計モデルを

提示 し、その上で中国における同会計モデルの実践パターンを4つ 明 らかに した。

しか し、そのモデルの実現化には、解決すべき多 くの課題が存在 している。

中国において環境会計を普及 させ る場合 に、本研究で環境会計理論モデルである

PDCA環 境会計モデルを提示 し、そのモデル を実践す るために、4つ のパター ン

を主張 した。 これ らを応用 した事例研究や実証を行いたい。 これ らの4つ のパター

ンが現実に適合 しているか とい う疑問に対 し、柔軟な枠組み とい う柔軟性を用いて

対処 していきたい と考えている。

現在の中国においては、環境会計を導入 している企業は少ない。 この現状の中で、

政府が環境会計の普及 を推進 しは じめた場合、ISO14001の ように急速に普及す

る可能性が十分にある。 その場合、先の4っ のパ ター ンに基づいた実証研究 を行 う

と共に、 「環境会計ガイ ドライ ン」 との整合性に関する研究も必要 となる。そ して

中国では、国家環境保護総局 をは じめとした関連部署による、環境報告書の作成基

準 と、環境管理の企画に関す る基準の確立等の支援 と指導の強化がますます必要に

なる。筆者は、それ らに関す る研究を続 けたい と考えている。
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